
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書
ベ

1 事業の成果

本年度の事業は,当初の計画どおり,教育事業を中心に実施し,あわせて,各専門分野別の各種委員会を

設置して,来年度以降の事業の企画検討を実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  44  】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2度 活動計算書 (その他事業が上1全場合)
事 業 報 告 用
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

科    _____________________且 ____ ぐ卜  顕 ′:ヽ計 ・ 合 ■+

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

2
ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,000

ヨー 1】 色  1日  | 日!1

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

0

0.

曰 僣 合 計 ③ +α

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10,000



16 28

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 ,2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協会)に
よっています。

(1)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
教育事業 1 教育事業2 事業 事 業

事業部門計 管理部門 合計
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I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
食材仕入高

地代家賃

賃借料

創立費償却

その他・雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

//
/合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は

一
円ですが、そのうち

―
円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は一一一 円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７

・

科

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 期首残高
ヨ
〓 期借入 期返済 期末残高
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合計

科 目

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

//
//

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

LEI |二 l 霊   額 曾   計

現金預金
手元現金 10, 10, 10,

販売用寄附物品

事業用車両

パ ソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

敷金

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,00C

LI -1】 色 僣 の 部

未払金

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

」鼠:奎1量:塁l量艶墜込」堕埜菫主生上上」堕ltti盤 :

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

監事 タケウチ  イサム
令和2年 10月 20日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月竹内  勇

つ

ん

監事理事
ミナミ  ヤスヒラ 令和2年 10月 20日

令和4年 3月 31日

年 日

日年 月南海 泰平

０
０

監事 NGYUYEN HA

KIEN QUOC

令和2年10月 20日

令和4年3月 31日

ノ 月 日
ノ
′  ～

/年  月  日
/

■
４

理事
ヤマモト  コウヘイ 令和2年 10月 20日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日山本 公平

Ｅ
υ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年 日

日月

′
０ 理事・監事

年  月 年  月  日

年  月  日

７

１ 理事・監事

/
/′   年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
// 年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日//
10

ノ
/

監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 竹内  勇

2 南海 泰平

3 NGYUYEN HA KIEN QUOC

4 山本 公平

5 伍兆  豊

6 Nguyen Phuong Khanh

7 Ha Anh Vo

8 Nguyen Ha Nam Phuong

9 山本  香

10 Ngo Van Vien

Dien Thi Nu

12 橋本  孝

13 橋本 紀子

14 梅田 有新

15 梅田 りえ


